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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 104,514 △1.4 6,258 246.9 5,873 318.3 2,761 561.9
21年3月期 105,968 △1.8 1,804 △26.0 1,404 △42.2 417 △78.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 56.91 ― 16.5 7.9 6.0
21年3月期 8.62 ― 2.8 1.8 1.7

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  5百万円 21年3月期  △0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 76,534 18,353 23.7 372.95
21年3月期 72,966 15,550 21.1 318.01

（参考） 自己資本   22年3月期  18,108百万円 21年3月期  15,389百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 7,468 △625 △4,031 10,324
21年3月期 3,384 339 △3,501 7,546

2.  配当の状況 

（注）22年３月期期末配当金の内訳 普通配当 3円00銭 記念配当 2円00銭  

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 152 34.8 1.0
22年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 253 8.8 1.4
23年3月期 

（予想）
― ― ― 3.00 3.00 20.8

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

28,000 △8.0 △1,400 ― △1,600 ― △1,100 ― △22.65

通期 94,000 △10.1 2,100 △66.4 1,500 △74.5 700 △74.7 14.47
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、23ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 52,200,239株 21年3月期 52,200,239株
② 期末自己株式数 22年3月期  3,645,082株 21年3月期  3,807,730株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 79,569 0.8 4,994 276.9 4,550 411.6 2,340 ―
21年3月期 78,907 1.1 1,325 △32.5 889 △42.1 190 △79.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 46.07 ―
21年3月期 3.74 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 69,609 18,177 26.1 357.85
21年3月期 65,180 15,940 24.5 313.75

（参考） 自己資本 22年3月期  18,177百万円 21年3月期  15,940百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想のご利用にあたっては、添付資料の4ページを参照して下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

20,000 △8.9 △1,300 ― △1,500 ― △1,000 ― △19.69

通期 70,250 △11.7 1,700 △66.0 1,200 △73.6 600 △74.4 11.81
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①当期の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の需要拡大による輸出の増加や、経済対策の効果な

どから一部持ち直しの動きが見られたものの、円高やデフレの進行、設備投資の減少や厳しい雇用環

境による個人消費の低迷等、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

また、当社グループの主要事業分野であります道路建設業界におきましては、公共事業は依然とし

て減少傾向にあり、民間設備投資も抑制方向にある等、受注競争は一段と激化し、経営環境は非常に

厳しい状況のまま推移いたしました。 

このような状況下、当社グループでは、「中期経営計画」の基本方針にもとづき、グループ各社が

保有している高度な技術、豊富な工法、製品等を活用し、技術提案力を高め、競争力の強化をはかり

営業活動に取り組んでまいりましたが、受注高は100,928百万円（前連結会計年度比2.0％減少）、売

上高は104,514百万円（前連結会計年度比1.4％減少）となりました。 

損益につきましては、営業利益は、経営効率化を進め利益向上に努めた結果、利益率の改善によ

り、6,258百万円（前連結会計年度、営業利益1,804百万円）となり、経常利益は、5,873百万円の利

益（前連結会計年度、経常利益1,404百万円）となりました。 

また、特別損失での、損害補償金、事業撤退損の計上等がありましたが、当期純利益は2,761百万

円（前連結会計年度、当期純利益417百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメント状況につきましては、次のとおりであります。 

（建設事業） 

建設事業におきましては、公共事業の減少が進むなか、技術提案の営業を強化し、積極的に民間需

要開拓を展開いたしましたが、受注競争は厳しく、工事受注高は62,966百万円（前連結会計年度比

1.2％減少）となりました。また完成工事高は66,552百万円（前連結会計年度比0.3％減少）となり、

次期繰越工事高は21,502百万円（前連結会計年度14.3％減少）となりました。利益面におきましては

営業利益は2,785百万円（前連結会計年度、営業利益260百万円）となりました。 

当連結会計年度の主な受注工事と完成工事は、次のとおりであります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

主な受注工事

受注先 工事名 工事場所

国土交通省 日沿道 神林舗装その４工事 新潟県

国土交通省 松江道路竹矢地区舗装工事 島根県

防衛省 館山(21)飛行場改修土木工事 千葉県

東京都豊島区役所 西池袋中学校解体工事 東京都

大阪市役所 長吉東部地区長吉東部１号線外３舗装新設その他工事 大阪府

東日本高速道路㈱ 東北自動車道 白石－仙台南間舗装補修工事 宮城県

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路 静岡西舗装工事 静岡県

東亜道路工業㈱（1882）平成22年3月期 決算短信

- 3 -



 
  

（建設材料等の製造販売・環境事業等） 

建設材料等の製造販売・環境事業等におきましては公共事業減少の影響を受け、売上高は37,961百

万円（前連結会計年度比3.3％減少）となりました。利益面におきましては営業利益は4,965百万円

（前連結会計年度、営業利益2,795百万円）となりました。 

②次期の見通し 

次期につきましては、当面は実体経済の低迷、雇用情勢の悪化が続き、景気回復の遅れが予想され

ます。 

道路建設業界におきましては、公共事業予算の大幅な削減、民間設備投資の抑制等、今後も厳しい

経営環境が続くものと考えられます。 

当社グループは、今後予想される受注環境の変化を見据え、厳しい競争環境を勝ち抜いていくた

め、新中期経営計画「Sustainable Plan 2010」を策定し、計画の達成に全力を尽くしていく所存で

あります。 

平成23年３月期の業績につきましては、売上高94,000百万円、営業利益2,100百万円、経常利益

1,500百万円、当期純利益700百万円を見込んでおります。 

  

主な完成工事

受注先 工事名 工事場所

国土交通省 大阪北道路上馬伏地区舗装工事 大阪府

防衛省 百里共用化(20)滑走路改修土木工事 茨城県

国立大学法人名古屋大学 名古屋大学(東山)陸上競技場改修その他工事 愛知県

川崎市役所 主要地方道東京大師横浜環境対策(低騒音)工事及び付帯工事 神奈川県

東日本高速道路㈱ 北海道横断自動車道 占冠西舗装工事 北海道

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路 掛川試験走路舗装工事 静岡県

成田国際空港㈱ 平行滑走路等北側延伸部舗装工事 千葉県

本田技研工業㈱ さくら研究所外構第２工区工事 栃木県
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①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、未成工事支出金は減少しましたが、現金預金、受取手形・完成工事未収入金等の増加

により、前連結会計年度末に比べて8.5％増加し、55,617百万円となりました。 

固定資産は、事業所統廃合による固定資産の除却等により、前連結会計年度末に比べて3.7％減少

し、20,917百万円となりました。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて4.9％増加し、76,534百万円となりました。 

（ロ）負債 

流動負債は、支払手形・工事未払金等、未払法人税等は増加しましたが、短期借入金、未成工事受

入金の減少等により、前連結会計年度末に比べて1.5％減少し、48,179百万円となりました。 

固定負債は、長期借入金は減少しましたが、社債の増加により、前連結会計年度末に比べて17.3％

増加し、10,002百万円となりました。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1.3％増加し、58,181百万円となりました。 

（ハ）純資産 

純資産合計は、利益剰余金の増加により、前連結会計年度末に比べて18.0％増加し、18,353百万円

となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,777百万円増加し、

10,324百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前純利益の増加等により7,468百万円の収入

（前連結会計年度3,384百万円の収入）となりました。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出等により、625百万円の

支出（前連結会計年度339百万円の収入）となりました。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、短期・長期借入金の返済を行い、4,031百万円の支出

（前連結会計年度3,501百万円の支出）となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

(2) 財政状態に関する分析

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率(％) 18.6 14.7 18.6 21.1 23.7

時価ベースの自己資本比率(％) 19.9 12.7 6.7 8.3 11.0

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(％)

― 5.1 ― 6.8 2.5

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

― 9.5 ― 6.3 17.4
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  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  

  （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値より算出しております。 

  （注２）株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出して 

   おります。 

  （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての 

   負債を対象としております。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の 

   利息の支払額を使用しております。 

  

将来に亘って安定、継続的な配当を基本とし、財務体質の充実、将来に必要な研究開発及び設備投資

等に充当するための内部留保を図りながら、株主の皆様に利益還元を行うことを配当に関する基本方針

としております。 

当期の期末配当金につきましては、80周年記念配当２円を含む１株当たり５円を予定しております。

なお、次期の期末配当金につきましては、１株当たり３円を予定しております。 

  

当社グループの事業に関するリスクのうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事項は以下のものが

あります。 

①官公庁工事の減少 

当社グループは売上を建設市場に依存しており、建設事業は道路舗装工事を主体とし、建設材料等の

製品販売においてもその需要先は公共事業関連が主体であるため、予想を上回る公共事業の削減が行わ

れた場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②資材価格の変動 

当社グループの建設材料等の製品販売事業に係わる主要資材（特にストレートアスファルト）の価格

は、原油価格の変動に連動するため、為替の変動や世界情勢に影響されやすく、その価格の高騰を販売

価格に転嫁できない場合、また建設事業において請負金額に転嫁できない場合、業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

③取引先の信用リスク 

得意先が建設関連事業であるため取引金額も大きく、工事引渡し後の回収は手形によるものが多く、

経営規模、経営内容も多種多様となっているため、取引に際しては事前に信用調査等により慎重かつ入

念な検討を行っております。しかし経営環境の悪化により回収不能が生じた場合、業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

④資産保有リスク 

全国各地に多数の事業用資産を保有しているため、営業活動の成果や不動産の時価の変動等により、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤借入金利の変動リスク 

当社グループは、有利子負債の削減に向けて尽力しておりますが、今後、金利の上昇による支払利息

の増加により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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 当社グループは、当社及び関係会社27社（子会社25社、関連会社2社）で構成されており、建設事業を

中核に、関連する建設資材の製造販売事業、環境事業を主たる事業内容としております。 

 当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は以下の通りであり、事業

の種類別セグメントと同一区分であります。 

 持株会社 

 持株会社の株式会社トーアホールディングに、当社の関係会社を傘下に置き、効率的なグループ経営を

行っております。 

 建設事業 

 道路舗装工事を中心として、土木工事、造園・緑化工事、スポーツ施設工事、地盤改良工事、河川改修

工事、特殊浚渫工事等の建設工事、建設物の解体、汚染土壌調査及び浄化処理、コンサルタント業務等を

行っております。 

 主な関係会社 

 姶建産業株式会社、株式会社敷島組、コクド株式会社、株式会社ＴＡＣエンジ等12社 

 建設材料等の製造販売・環境事業 

 アスファルト乳剤、改質アスファルト、アスファルト合材、リサイクル骨材、土木・生コンクリート用

砕石等の製造・販売、建設機械の製造・販売、舗装工事等に関連する商品販売、環境事業等を行っており

ます。 

 主な関係会社 

 三重中央アスコン株式会社、札幌共同アスコン株式会社、株式会社東亜利根ボーリング、株式会社トー

ア物流等14社 

2. 企業集団の状況
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 事業の系統図は次のとおりであります。 
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当社グループは、高い技術力、豊富な工法、高い製品開発力により競争優位性を確固たるものとし、

環境にも配慮した質の高い社会資本の整備拡充に貢献していくことを経営の基本方針としております。

  

経営指標としましては、今後予想される公共事業予算の大幅な削減および民間設備投資の低迷などに

よる売上高、営業利益、経常利益等の落ち込みを最小限に抑え、新中期経営計画の最終年度である平成

25年３月期には、連結売上高970億、経常利益19億、自己資本193億、Ｄ／Ｅレシオ0.9倍以下にしま

す。 

  

当社グループは、平成22年４月に新中期経営計画（平成22年４月～平成25年３月）Sustainable

Plan 2010 をスタートさせました。 

Sustainable（サステイナブル） とは“持続可能”の意味であり、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動

を積極的に推進し、「社会的に信頼される企業」、「永続的に存続できる企業」になることを目指して

おります。 

以下の基本方針のもと、当社グループの高い技術力、豊富な工法、高い製品開発力により、環境にも

配慮した高い社会資本の整備拡充に貢献していきます。 

＜連結経営目標＞ 

 

＜新中経営計画の基本方針＞ 

 １．マーケット縮小の影響を最小限に抑える諸施策の早期実行 

 ２．環境の変化に即応できる柔軟な経営体質の構築 

 ３．経営資源の「選択と集中」による安定した収益基盤の構築 

 ４．研修制度の充実やＯＪＴを通じた人材の育成 

 ５．グループとしての技術と情報の共有化、シナジー効果による収益力、総合力の強化 

 ６．ＣＳＲ（社会的責任）経営の推進 

  

サブプライムローンに端を発した金融情勢の悪化とその後の実体経済への影響、公共工事予算の大幅

な削減および民間設備投資の低迷など、建設業界を取り巻く環境は大きく変化しています。 

当社グループは、今後予想される受注環境の変化を見据え、厳しい競争環境を勝ち抜いていくため、

新中期経営計画の諸施策を推し進め、計画した目標達成に向けて努力していきます。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

単位：百万円

平成22年度 平成23年度 平成24年度

売上高 94,000 95,000 97,000

営業利益 2,100 2,250 2,500

経常利益 1,500 1,650 1,900

当期純利益 700 850 1,100

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※2  7,606 ※2  10,324

受取手形・完成工事未収入金等 ※4  32,043 ※4  34,500

未成工事支出金 ※7  6,909 ※7  6,244

販売用不動産 247 155

商品及び製品 1,078 616

仕掛品 296 341

材料貯蔵品 449 734

繰延税金資産 426 703

その他 2,749 2,601

貸倒引当金 △555 △604

流動資産合計 51,251 55,617

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） ※5  3,072 ※5  2,885

機械・運搬具（純額） ※5  2,345 ※5  2,004

土地 ※9  12,944 ※9  12,866

リース資産（純額） ※5  3 ※5  114

建設仮勘定 － 28

その他（純額） ※5  151 ※5  138

有形固定資産計 18,517 18,038

無形固定資産 171 169

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  873 ※1, ※2  940

長期貸付金 1,619 1,554

繰延税金資産 472 257

その他 1,417 1,130

貸倒引当金 △1,356 △1,173

投資その他の資産計 3,026 2,709

固定資産合計 21,714 20,917

資産合計 72,966 76,534
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 25,355 27,299

短期借入金 ※2  16,858 ※2  11,462

1年内償還予定の社債 34 557

未払法人税等 185 2,033

未成工事受入金 4,463 3,723

完成工事補償引当金 92 108

工事損失引当金 ※7  201 ※7  379

リース資産減損勘定 22 22

その他 1,677 2,592

流動負債合計 48,890 48,179

固定負債   

社債 32 1,559

長期借入金 5,310 4,791

繰延税金負債 112 103

再評価に係る繰延税金負債 ※9  1,495 ※9  1,495

退職給付引当金 594 831

事業整理損失引当金 ※10  － ※10  524

債務保証損失引当金 75 51

負ののれん ※6  159 ※6  0

長期リース資産減損勘定 179 155

その他 567 489

固定負債合計 8,525 10,002

負債合計 57,416 58,181

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,584 7,584

資本剰余金 6,908 6,902

利益剰余金 1,658 4,264

自己株式 △915 △875

株主資本合計 15,236 17,875

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4 83

土地再評価差額金 ※9  148 ※9  148

評価・換算差額等合計 153 232

少数株主持分 160 244

純資産合計 15,550 18,353

負債純資産合計 72,966 76,534
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(2)【連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 105,968 104,514

売上原価 ※1, ※2  97,086 ※1, ※2  91,393

売上総利益 8,881 13,120

販売費及び一般管理費 ※3, ※4  7,077 ※3, ※4  6,862

営業利益 1,804 6,258

営業外収益   

受取利息 67 28

受取配当金 28 19

負ののれん償却額 164 163

持分法による投資利益 － 5

その他 126 113

営業外収益合計 386 330

営業外費用   

支払利息 548 440

持分法による投資損失 0 －

手形売却損 85 62

金融手数料 106 155

その他 46 57

営業外費用合計 786 715

経常利益 1,404 5,873

特別利益   

固定資産売却益 ※5  849 ※5  16

投資有価証券売却益 6 0

債務保証損失引当金戻入額 75 24

子会社清算益 － 31

会員権売却益 － 11

その他 11 －

特別利益合計 942 83

特別損失   

固定資産売却損 ※6  128 ※6  37

固定資産除却損 ※7  15 ※7  44

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 875 19

会員権評価損 2 8

早期退職費用 23 －

貸倒引当金繰入額 471 171

損害補償金 － 194

減損損失 ※8  150 ※8  －

事業撤退損 ※9  － ※8, ※9  613

その他 148 53
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失合計 1,816 1,143

税金等調整前当期純利益 529 4,813

法人税、住民税及び事業税 177 2,042

法人税等還付税額 ※10  △342 ※10  －

法人税等調整額 265 △74

法人税等合計 100 1,967

少数株主利益 11 84

当期純利益 417 2,761
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,584 7,584

当期末残高 7,584 7,584

資本剰余金   

前期末残高 6,912 6,908

当期変動額   

連結範囲の変動 △4 △4

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 △4 △5

当期末残高 6,908 6,902

利益剰余金   

前期末残高 1,367 1,658

当期変動額   

剰余金の配当 △144 △145

当期純利益 417 2,761

連結範囲の変動 － △11

土地再評価差額金の取崩 19 －

当期変動額合計 291 2,605

当期末残高 1,658 4,264

自己株式   

前期末残高 △952 △915

当期変動額   

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 44 41

当期変動額合計 37 39

当期末残高 △915 △875

株主資本合計   

前期末残高 14,910 15,236

当期変動額   

剰余金の配当 △144 △145

当期純利益 417 2,761

連結範囲の変動 △4 △15

土地再評価差額金の取崩 19 －

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 45 40

当期変動額合計 325 2,639

当期末残高 15,236 17,875
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △306 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 311 79

当期変動額合計 311 79

当期末残高 4 83

土地再評価差額金   

前期末残高 167 148

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 －

当期変動額合計 △19 －

当期末残高 148 148

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △138 153

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 292 79

当期変動額合計 292 79

当期末残高 153 232

少数株主持分   

前期末残高 174 160

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 84

当期変動額合計 △13 84

当期末残高 160 244

純資産合計   

前期末残高 14,946 15,550

当期変動額   

剰余金の配当 △144 △145

当期純利益 417 2,761

連結範囲の変動 △4 △15

土地再評価差額金の取崩 19 －

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 45 40

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 278 163

当期変動額合計 603 2,803

当期末残高 15,550 18,353
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 529 4,813

減価償却費 1,494 1,292

負ののれん償却額 △164 △163

のれん償却額 11 30

貸倒引当金の増減額（△は減少） △545 △133

減損損失 150 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） 109 177

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △75 △24

退職給付引当金の増減額（△は減少） 139 236

有形固定資産除却損 15 44

投資有価証券評価損益（△は益） 877 19

受取利息及び受取配当金 △96 △48

支払利息 548 440

持分法による投資損益（△は益） 0 △5

固定資産売却損益（△は益） △721 20

投資有価証券売却損益（△は益） △6 △0

売上債権の増減額（△は増加） 1,553 △2,456

未成工事支出金の増減額（△は増加） 870 664

たな卸資産の増減額（△は増加） 554 225

仕入債務の増減額（△は減少） △2,450 1,944

未払消費税等の増減額（△は減少） 111 284

未成工事受入金の増減額（△は減少） △571 △739

その他 845 1,433

小計 3,181 8,057

利息及び配当金の受取額 96 48

利息の支払額 △537 △429

法人税等の支払額 △171 △208

法人税等の還付額 816 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,384 7,468
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △773 △846

有形固定資産の売却による収入 1,214 99

有価証券の償還による収入 10 －

投資有価証券の取得による支出 △25 △4

投資有価証券の売却による収入 21 5

子会社株式の取得による支出 △33 △20

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

※2  10 ※2  －

貸付けによる支出 △1,283 △469

貸付金の回収による収入 1,246 538

定期預金の払戻による収入 8 60

その他 △55 10

投資活動によるキャッシュ・フロー 339 △625

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,105 △5,206

長期借入れによる収入 2,500 2,900

長期借入金の返済による支出 △3,757 △3,609

社債の発行による収入 － 2,205

社債の償還による支出 △34 △199

自己株式の売却による収入 45 40

自己株式の取得による支出 △6 △1

配当金の支払額 △144 △145

その他 － △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,501 △4,031

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 222 2,810

現金及び現金同等物の期首残高 7,324 7,546

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △32

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  7,546 ※１  10,324
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     該当事項はありません。 

  
  

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    26社 連結子会社の数    24社

 主要な連結子会社の名称  主要な連結子会社の名称

  ㈱アスカ   ㈱アスカ

  ㈱東亜利根ボーリング等   ㈱東亜利根ボーリング等

当連結会計年度において次のとおり

連結子会社が減少しております。

当連結会計年度において次のとおり

連結子会社が減少しております。

  株式売却による減  1社   清算による減      1社

  清算による減    1社   清算中につき重要性 

  がなくなり減      1社

 主要な非連結子会社名  主要な非連結子会社名

  ――――――   ㈱乃木坂リース

上記の非連結子会社は、現在清

算中のため、当連結会計年度よ

り主要な子会社としての記載を

しておりません。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用の非連結子会社の数 ― 

持分法適用の関連会社の数   1社

持分法適用の非連結子会社の数 ― 

持分法適用の関連会社の数   1社

  主要な持分法適用関連会社の名称   主要な持分法適用関連会社の名称

   ㈱県南    ㈱県南

当連結会計年度において次のとおり

連結関連会社が減少しております。

  株式売却による減  1社   

(1)持分法非適用の主要な非連結子会 (1)持分法非適用の主要な非連結子会

 社名  社名

   ――――――   ㈱乃木坂リース

上記の持分法非適用の非連結子

会社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微なた

め、持分法の適用から除外して

おります。

(2)持分法非適用の主要な関連会社名 (2)持分法非適用の主要な関連会社名

  ㈱ミヤギレキセイ   ㈱ミヤギレキセイ

上記の持分法非適用の関連会社

は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微なため、

持分法の適用から除外しており

ます。

  同左

３ 連結会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社の決算日は連結財務諸表提

出会社と一致しております。

 同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1)重要な資産の評価基準 有価証券 有価証券

  及び評価方法  その他有価証券  その他有価証券

 時価のあるもの  時価のあるもの

  連結会計年度末日の市場価格等に 同左

  基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法より算定）

 時価のないもの  時価のないもの

移動平均法による原価法   同左

たな卸資産 たな卸資産

 未成工事支出金  未成工事支出金

  個別法に基づく原価法   同左

 販売用不動産  販売用不動産

個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しており

ます。）

同左

 商品及び製品  商品及び製品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左

 仕掛品  仕掛品

個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しており

ます。）

同左

 材料貯蔵品  材料貯蔵品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左

（会計方針の変更）       ―――――

当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会

計基準第9号 平成18年７月５日

公表分)を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ22百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (2)重要な減価償却資産の 有形固定資産（リース資産を除く） 有形固定資産（リース資産を除く）

  減価償却の方法 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得建物

（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

同左

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌連結会計年

度より、取得価額の5％と備忘価額

の差額を5年間で均等償却する方法

によっております。

（追加情報）       ―――――

当社及び連結子会社の機械装置の耐

用年数については、当連結会計年度

より、法人税法の改正を契機として

見直しを行い、耐用年数の変更を行

っております。

  この結果、従来と同一の基準によっ

によった場合と比べて減価償却費は

106百万円増加し、当連結会計年度

の売上総利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ106百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

リース資産 リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年3月31日以前のリース

取引については通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おります。

 同左

無形固定資産（リース資産を除く） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

同左

 (3)重要な繰延資産の処理 

 方法

     ――――― 社債発行費については、支出時に全額

費用として処理しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (4)重要な引当金の計上基 貸倒引当金 貸倒引当金

  準 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

 同左

完成工事補償引当金 完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保による補償損失

に備えるため、完成工事高に前３連

結会計年度の完成工事高に対する工

事補償費の発生割合を乗じた額に、

将来の補償見込額を加味して計上し

ております。

 同左

工事損失引当金 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末未成工事の

うち損失の発生が見込まれ、その金

額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見込額を計上し

ております。

 同左

退職給付引当金 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

当連結会計年度末において年金資産

の額が、退職給付債務から未認識数

理計算上の差異及び未認識過去勤務

差異を控除した額を超過したため当

該超過額8百万円を流動資産のその

他に含めて計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により発生

した連結会計年度より費用処理して

おります。

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により発生

した連結会計年度より費用処理して

おります。

債務保証損失引当金 債務保証損失引当金

債務保証等について、将来の損失発

生に備えるため、保証先の資産状態

等を勘案して、特に計上を要すると

認められる損失見込額を計上してお

ります。

同左

      ――――― 事業整理損失引当金

事業整理に伴い発生する将来の損失

に備えるため、事業整理の内容等を

勘案して、今後発生すると認められ

る損失見込額を計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (5)重要な収益及び費用の

計上基準

      ―――――

    

完成工事高の計上基準

当連結会計年度に着手した工事契約

から、当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

 (6)重要なヘッジ会計の方 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

   法 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているので、特例処

理を採用しております。

 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の利息

 同左

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップを行っておりま

す。

 同左

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみの

ため、有効性の評価を省略しており

ます。

 同左

 (7)消費税の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

 同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

 同左

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんは、５年間で均

等償却しております。

 同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

 同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

（会計処理の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）           ―――――

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６

月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日

改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日(日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正)）を適用し、通常の売買取引に係る会計

処理によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

（工事契約に関する会計基準）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計

年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 企業会計基準第15号(平成19年12月27

日)）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第18

号(平成19年12月27日)）を適用しており、当連結会

計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。 

これにより、当連結会計年度の売上高は632百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ18百万円増加しております。

（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（連結貸借対照表）           ―――――

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに

伴い、前連結会計年度において、「その他たな卸資

産」として掲記されていたものは、当連結会計年度

から「販売用不動産」「商品及び製品」「仕掛品」

「材料貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前

連結会計年度の「その他たな卸資産」に含まれる

「販売用不動産」「商品及び製品」「仕掛品」「材

料貯蔵品」は、それぞれ380百万円、1,015百万円、

622百万円、613百万円であります。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

※１ このうち関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 46百万円

※１ このうち関連会社に対する金額は、次のとおりで

あります。

投資有価証券(株式) 51百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の定期預金を海外工事の前払保証・瑕疵担保

保証（総額31百万円）の担保に、投資有価証券を

貸株による短期借入金（124百万円）の担保に供

しております。

現金預金(定期預金) 60百万円

投資有価証券 161百万円

計 221百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の資産は貸株による短期借入金（134百万

円）の担保に供しております。

投資有価証券  180百万円

  ３ 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

㈱ＩＷＤ 210百万円

興亜建設工業㈱ 204百万円

その他２社 37百万円

従業員 32百万円

 計 484百万円

  ３ 連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し債務保証を行っております。

㈱ＩＷＤ 150百万円

興亜建設工業㈱ 183百万円

その他１社 30百万円

従業員 20百万円

 計 384百万円

※４ 受取手形裏書譲渡高 121百万円 ※４ 受取手形裏書譲渡高 21百万円

 

※５ 減価償却累計額

建物・構築物 7,552百万円

機械・運搬具 17,857百万円

その他 1,566百万円

 計 26,976百万円

※５ 減価償却累計額

建物・構築物 7,715百万円

機械・運搬具 18,225百万円

リース資産 16百万円

その他 1,580百万円

 計 27,538百万円

※６ のれん及び負ののれんの表示

   のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 5百万円

負ののれん 164百万円

 差 引 159百万円
 

※６         ―――――

   

 

※７        ――――― ※７ たな卸資産及び工事損失引当金の表示

     損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契

約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金

に対応する額は284百万円であります。

 ８  貸出コミットメント 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行2行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末における借入金未実行残高は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 4,500百万円

差引額 1,500百万円

 ８  貸出コミットメント 

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行2行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末における借入金未実行残高は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 3,700百万円

差引額 2,300百万円
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前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

※９ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令に定める固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算定する

方法 

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末にお 

 ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

               △2,026百万円

※９ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令に定める固定

資産税評価額に合理的な調整を行って算定する

方法 

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末にお 

 ける時価と再評価後の帳簿価額との差額 

              △1,553百万円

※10        ――――― ※10 事業整理損失引当金

当社の子会社㈱サンロック青森支店の砕石事業

廃止に伴い発生する将来の損失の発生に備える

ため、今後発生すると認められる損失見込額を

計上しております。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低 

   下による簿価切下額 

   売上原価              22百万円

※２        ――――― 

 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低 

   下による簿価切下額 

   売上原価               6百万円

※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

                     284百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 3,164百万円

貸倒引当金繰入額 397百万円

退職給付費用 269百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 3,209百万円

貸倒引当金繰入額 321百万円

退職給付費用 324百万円

※４ 研究開発費

   一般管理費に含まれている研究開発費は233百万

円であります。

※４ 研究開発費

   一般管理費に含まれている研究開発費は211百万

円であります。

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 3百万円

機械装置 15百万円

土地 829百万円

その他 1百万円

 計 849百万円  

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 12百万円

土地 1百万円

その他 2百万円

計 16百万円

 

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 3百万円

土地 120百万円

その他 5百万円

 計 128百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 9百万円

土地 26百万円

その他 0百万円

計 37百万円

 

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

構築物 2百万円

機械装置 8百万円

その他 4百万円

 計 15百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 7百万円

機械装置 30百万円

その他 6百万円

計 44百万円
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前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※８ 減損損失

     当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

(百万円)

地 
域

主な 
用途

種 類 減損損失

北
海
道
圏

事務所
土地、建物及び 
機械装置等

109

東
北
圏

製造施設 土地 11

東
北
圏

事務所 土地、車輌運搬具 4

東
北
圏

遊休資産 土地 11

九
州
圏

事務所
土地、建物及び 
車輌運搬具等

14

九
州
圏

遊休資産 土地 0

   減損損失を把握するにあたり、継続的に損益の把

握を行っている管理会計上の区分を考慮して建設

事業と製造販売事業に分けてグルーピングを実施

しております。 

その結果、事務所及び製造設備については競争激

化により収益性が低下しているため、遊休資産に

ついては今後の具体的な使用見込がないため、当

該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失150百万円として特

別損失に計上しております。 

その内訳は、土地54百万円、建物73百万円、その

他23百万円であります。 

なお、当社グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、固定資産税評価額等に基づい

て算出しております。

 

※８ 減損損失      

    当社グループは以下の資産について「事業撤退

損」に含めて減損損失を計上しました。 

(百万円)

地
域

主な
用途

種 類 減損損失

東
北
圏

製造施設 土地及び建物等 29

   減損損失を把握するにあたり、継続的に損益の把

握を行っている管理会計上の区分を考慮して建設

事業と製造販売事業に分けてグルーピングを実施

しております。 

その結果、当社の子会社㈱サンロック青森支店の

砕石事業の廃止に伴い、今後の具体的な使用見込

みがないため、当該資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を事業撤退損

29百万円として特別損失に計上しております。 

その内訳は、土地17百万円、建物11百万円、その

他1百万円であります。 

なお、当社グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、固定資産税評価額等に基づい

て算出しております。

   

※９        ――――― ※９ 事業撤退損

 

  

 

  

 

   当社の子会社㈱サンロック青森支店の砕石事業の

廃止に伴う固定資産の減損、除却費用、リース資

産の精算金、現状回復費用及び棚卸資産の在庫処

分費用等を計上したものであり内訳は以下のとお

りです。

※10 法人税等還付税額
 

固定資産減損損失 29百万円

棚卸資産在庫処分損 59百万円

事業整理損失引当金繰入額 524百万円

合 計 613百万円

※10        ―――――

   子会社の清算に伴い還付されたものであります。    
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      44,862株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少     6,837株 

 連結子会社が所有している株式の減少   179,000株 

  

   該当事項はありません。 
  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 52,200,239 ― ― 52,200,239

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,948,705 44,862 185,837 3,807,730

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 152 3 平成20年３月31日 平成20年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 152 3 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      10,852株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      500株 

 連結子会社が所有している株式の減少   173,000株 

  

   該当事項はありません。 
  

 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 52,200,239 ― ― 52,200,239

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,807,730 10,852 173,500 3,645,082

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月27日 
定時株主総会

普通株式 152 3 平成21年３月31日 平成21年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 253 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 7,606百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△60百万円

現金及び現金同等物 7,546百万円

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳ならびに売却価額と売却

による収入は次のとおりであります。

 

現金及び預金勘定 10,324百万円

現金及び現金同等物 10,324百万円

※２         ―――――

 

流動資産 23百万円

固定資産 153百万円

流動負債 △132百万円

固定負債 △0百万円

株式の売却価額 10百万円

現金及び現金同等物 －百万円

差引：売却による収入 10百万円
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(注) １ 事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び内部管理上採用している区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する主な内容 

     建設事業…………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事項 

     製造販売・環境事業等…アスファルト合材、アスファルト乳剤、その他建設用材料の製造販売・環境事業 

           等の事業 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社管理部門に係

る費用であります。 前連結会計年度 1,281百万円  当連結会計年度 1,539百万円 

   ４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、長期投資資産(投資有価証券)及び本社管

理部門に係る資産等であります。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

建設事業
製造販売・
環境事業等

計
消去又は 
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 66,719 39,248 105,968 ― 105,968

 (2) セグメント間の内部売上高
   又は振替高

54 1,143 1,197 (1,197) ―

計 66,773 40,391 107,165 (1,197) 105,968

  営業費用 66,513 37,596 104,109 54 104,164

  営業利益 260 2,795 3,056 (1,252) 1,804

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
  及び資本的支出

  資産 42,130 30,530 72,660 305 72,966

  減価償却費 284 1,060 1,345 149 1,494

  減損損失 115 11 126 24 150

  資本的支出 192 569 762 26 788

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

建設事業
製造販売・
環境事業等

計
消去又は 
全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 66,552 37,961 104,514 ― 104,514

 (2) セグメント間の内部売上高
   又は振替高

50 1,002 1,053 (1,053) ―

計 66,603 38,964 105,567 (1,053) 104,514

  営業費用 63,818 33,998 97,816 438 98,255

  営業利益 2,785 4,965 7,751 (1,492) 6,258

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
  及び資本的支出

  資産 42,801 33,641 76,442 92 76,534

  減価償却費 393 803 1,196 95 1,292

  減損損失 ― ― ― ― ―

  資本的支出 256 594 850 147 998
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   ５ 会計方針の変更 

     当連結会計年度から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第15号(平成19年

12月27日)）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第

18号(平成19年12月27日)）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計

年度では、建設事業の売上高は632百万円増加し、営業利益が18百万円増加しております。 

  

  

  

  

  

  

２ 所在地別セグメント情報

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

 全セグメントの売上高合計額、営業利益及び全セグメント資産合計額に占める「本邦」の 

 割合が90％を越えているため、記載を省略しております。

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

 在外子会社及び重要な海外支店がないため、記載を省略しております。

３ 海外売上高

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

  海外売上高がないため、記載を省略しております。
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

  るもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

１．リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所 

  有権移転外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

 額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 

 

取得価額 
相当額

減価償却累 
計額相当額

減損損失累 
計額相当額

期末残高
相当額

機械 
装置

261百万円 3百万円 224百万円 33百万円

計 261百万円 3百万円 224百万円 33百万円

②未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額

１年以内 22百万円

１年超 215百万円

計 237百万円

  リース資産減損勘定の残高 201百万円

③当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 32百万円

リース資産減損勘定の取崩額 22百万円

減価償却相当額 4百万円

支払利息相当額 10百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっておりま

す。

 

 

 

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

減損損失累 
計額相当額

期末残高
相当額

機械
装置

261百万円 7百万円 224百万円 29百万円

計 261百万円 7百万円 224百万円 29百万円

 ②未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 24百万円

１年超 190百万円

計 214百万円

 リース資産減損勘定の残高 178百万円

③当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 32百万円

リース資産減損勘定の取崩額 23百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 10百万円

 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について） （減損損失について）

当連結会計年度においては、リース資産に配分され

た減損損失はありません。

同左

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1)リース資産の内容

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側）

（1)リース資産の内容

 ・有形固定資産  ・有形固定資産

  主として建設材料等の製造販売事業の機械装置であ

ります。

主として建設材料等の製造販売事業の機械装置と管

理部門の備品であります。

（2)リース資産の減価償却の方法 （2)リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

同左
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     該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  

 

(関連当事者情報)

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

 

繰延税金資産

貸倒引当金 1,741百万円

未払賞与 152百万円

退職給付引当金 227百万円

役員退職慰労引当金 55百万円

繰越欠損金 1,099百万円

固定資産 409百万円

株式評価損 372百万円

債務保証損失引当金 30百万円

会員権評価損 109百万円

その他 389百万円

繰延税金資産小計 4,588百万円

評価性引当額 △3,663百万円

繰延税金資産合計 925百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等 139百万円

繰延税金負債合計 139百万円

繰延税金資産の純額 785百万円

（別途）

土地再評価に係る繰延税金負債 △1,495百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

繰延税金資産

貸倒引当金 1,228百万円

未払賞与 387百万円

退職給付引当金 325百万円

役員退職慰労未払金 52百万円

繰越欠損金 886百万円

固定資産 421百万円

株式評価損 267百万円

債務保証損失引当金 275百万円

会員権評価損 93百万円

その他 649百万円

繰延税金資産小計 4,588百万円

評価性引当額 △3,596百万円

繰延税金資産合計 992百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等 △31百万円

繰延税金負債合計 △31百万円

繰延税金資産の純額 961百万円

（別途）

土地再評価に係る繰延税金負債 △1,495百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.3％

(調整）

交際費等永久に損金に算入されない
項目

8.9％

住民税均等割 18.3％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.9％

過年度法人税 △64.5％

評価性引当額 16.5％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.0％
 

法定実効税率 40.3％

(調整）

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.9％

住民税均等割 2.0％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.1％

評価性引当額 △0.2％

その他 △2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.9％
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 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、営業管理部門が取引先の状況を適時、モニタリングし財務状況の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。 

また、連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っておりま

す。 

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま

す。 

 営業債務である支払手形及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり

ます。 

 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金は

主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていま

すが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固

定化をはかるために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段

として利用しております。ヘッジの有効性評価の方法については、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限を定めた社内規程に従って行ってお

り、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ行っております。 

 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各連

結子会社が月次に資金繰計画を作成し、その報告に基づき、当社が全体としての資金繰りの

管理を管理本部で行う方法をとっております。 

(金融商品関係)

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

 （追加情報）

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10

日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年

３月10日）を適用しております。

１． 金融商品の状況に関する事項

 （1）金融商品に対する取組方針

 （2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 

東亜道路工業㈱（1882）平成22年3月期 決算短信

- 35 -



 平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。

（(注２)参照） 

 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご

参照ください。 

 当社では、長期貸付金の時価算定は、一定期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フロ

ーを国債の利回り等適切な指標に信用リスクを勘案した利率で割り引いた現在価値により算

定しております。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フ

ローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しており

ます。 

２． 金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1）現金預金 10,324 10,324 ―

(2）受取手形・完成工事未収入金等 34,500 34,500 ―

(3）投資有価証券

   その他有価証券 543 543 ―

(4）長期貸付金 1,554

   貸倒引当金(*) △784

770 826 55

資産計 46,138 46,193 55

(1）支払手形・工事未払金等 27,299 27,299 ―

(2）短期借入金 11,462 11,459 △2

(3）１年内償還予定の社債 557 557 0

(4）社債 1,559 1,559 0

(5）長期借入金 4,791 4,794 3

負債計 45,669 45,670 1

デリバティブ取引 ― ― ―

    (*)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

 （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

  資 産

  (1）現金預金、並びに(2）受取手形・完成工事未収入金等

 

  (3）投資有価証券

  (4）長期貸付金

東亜道路工業㈱（1882）平成22年3月期 決算短信

- 36 -



 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定しております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例

処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同

様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定しておりま

す。 

 当社グループの発行する社債は、銀行引受の固定利付社債であり、元利金の合計額を同様

の新規発行した場合に想定される利率で割り引いて算定しております。 

 
(*)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(5)を参照）。 

  負 債

  (1）支払手形・工事未払金等

  (2）短期借入金、並びに(5）長期借入金

  (3）１年内償還予定の社債、並びに(4）社債

  

  デリバティブ取引

  ①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

  ②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額

   又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

ヘッジ会計 
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
 支払固定・受取変動

長期
借入金

2,300 1,580 (*) ―――――

 

 （注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額397百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ 

    ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と 

    認められるため、「(3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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（注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損19百万円を計上しております。 

   なお、当該株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に当連結会計年度における最高値・最安値と 

   帳簿価額との乖離状況を把握するとともに公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等によ 

   り総合的に判断しております。 

  

  

 
  

  

 
  

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度 
（平成22年３月31日）

取得原価
連結決算日に
おける連結貸借
対照表計上額

差額 取得原価
連結決算日に 
おける連結貸借
対照表計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 
 株式

127 142 14 416 510 94

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 
 株式

338 333 △5 35 32 △3

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売却額（百万円） 21 5

売却益の合計額（百万円） 6 0

売却損の合計額（百万円） 0 ―

３ 時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度 
（平成22年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券 
 非上場株式

351 397
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金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金

利スワップ取引を利用しているのみであります。 

デリバティブ取引の契約先は、国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リ

スクはないと判断しております。 

管理部門管掌役員が取引の決済を行い、経理部において取引の実行・管理を行っておりま

す。 

  

金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金

利スワップ取引を利用しているのみであります。 

デリバティブ取引の契約先は、国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リ

スクはないと判断しております。 

(デリバティブ取引関係)

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

   １ 取引の内容に関する事項

    (1)取引の内容及び利用目的等

     借入金の変動金利を固定金利に変更する目的で行っております。

     ①ヘッジ手段と対象

      ヘッジ手段…金利スワップ

      ヘッジ対象…借入金の利息

     ②ヘッジ方針

      借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

     ③ヘッジ有効性評価の方法

      当社は特例処理による金利スワップのみのため、有効性の評価を省略しております。

    (2)取引に対する取組方針

    (3)取引に係るリスクの内容

    (4)取引に係るリスク管理体制

   ２ 取引の時価等に関する事項

      デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

   １ 取引の内容に関する事項

    (1)取引の内容及び利用目的等

     借入金の変動金利を固定金利に変更する目的で行っております。

     ①ヘッジ手段と対象

      ヘッジ手段…金利スワップ

      ヘッジ対象…借入金の利息

     ②ヘッジ方針

      借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

     ③ヘッジ有効性評価の方法

      当社は特例処理による金利スワップのみのため、有効性の評価を省略しております。

    (2)取引に対する取組方針

    (3)取引に係るリスクの内容

東亜道路工業㈱（1882）平成22年3月期 決算短信

- 39 -



管理部門管掌役員が取引の決済を行い、経理部において取引の実行・管理を行っておりま

す。 

  

 
  

    (4)取引に係るリスク管理体制

   ２ 取引の時価等に関する事項

      デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、記載を省略しております。

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。 

当社については、昭和39年から退職金制度の一部

として、適格退職年金制度を導入し、平成11年12

月より全従業員について100％適格退職年金制度

へ移行しております。 

連結子会社については、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を各社独自に採用しております。

  同左 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日) ２ 退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

 

①退職給付債務 △8,284百万円

②年金資産 6,235百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) △2,049百万円

④未認識数理計算上の差異 1,386百万円

⑤未認識過去勤務債務 76百万円

⑥退職給付引当金純額 
 （③＋④＋⑤)

△586百万円

⑦前払年金費用 8百万円

⑧退職給付引当金(⑥－⑦) △594百万円

  その他の退職給付債務に関する事項 

 連結子会社は退職給付の算定にあたり、簡便法 

 を採用しております。

 

①退職給付債務 △7,990百万円

②年金資産 6,685百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) △1,304百万円

④未認識数理計算上の差異 410百万円

⑤未認識過去勤務債務 62百万円

⑥退職給付引当金純額
 （③＋④＋⑤)

△831百万円

⑦前払年金費用 ―百万円

⑧退職給付引当金(⑥－⑦) △831百万円

  その他の退職給付債務に関する事項 

 同左

３ 退職給付費用に関する事項(自平成20年4月1日  

至平成21年３月31日)

３ 退職給付費用に関する事項(自平成21年4月1日  

至平成22年３月31日)

 

①勤務費用 329百万円

②利息費用 190百万円

③期待運用収益 △142百万円

④数理計算上の差異の処理額 102百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 13百万円

⑥退職給付費用 
 (①＋②＋③＋④＋⑤)

494百万円

⑦臨時に支払った割増退職金等 23百万円

  その他の退職給付費用に関する事項 

 連結子会社は退職給付費用は勤務費用に計上し 

 ております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  ①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

 

①勤務費用 349百万円

②利息費用 191百万円

③期待運用収益 △118百万円

④数理計算上の差異の処理額 224百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 13百万円

⑥退職給付費用
 (①＋②＋③＋④＋⑤)

661百万円

  その他の退職給付費用に関する事項 

 同左 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  ①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

  ②割引率            2.5％

  ③期待運用収益率        2.0％

  ④数理計算上の差異の処理年数  10年

  ⑤過去勤務債務の額の処理年数  10年

  ②割引率            2.5％

  ③期待運用収益率        2.0％

  ④数理計算上の差異の処理年数  10年

  ⑤過去勤務債務の額の処理年数  10年
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     該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  
  

     該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  

    （追加情報） 

 当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号

平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

  

    １．賃貸等不動産の概要 

 当社及び一部の子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸している土地等を有しておりま

す。 

  

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決 

 算日における時価及び当該時価の算定方法 

 
    （注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控 

         除した金額であります。 

       ２ 主な変動 

         減少は、遊休土地の売却 60百万円 

       ３ 時価の算定方法 

         主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い 

         て調整を行ったものを含む。）であります。 

  

    ３．賃貸等不動産に関する損益 

     (1）当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、71百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用 

       は売上原価に計上）であります。 

     (2）当該賃貸等不動産に係る売却損益は、△11百万円（特別損益に計上）であります。 

(ストック・オプション等関係)

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(企業結合等関係)

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(賃貸等不動産関係)

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,861 △71 1,789 2,122
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ 算定上の基礎 

   （１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   （２）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  

    該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 318円 01銭 372円 95銭

１株当たり当期純利益金額 8円 62銭 56円 91銭

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額(百万円) 15,550 18,353

普通株式に係る純資産額(百万円) 15,389 18,108

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 160 244

普通株式の発行済株式数(千株) 52,200 52,200

普通株式の自己株式数(千株) 3,807 3,645

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
数(千株)

48,392 48,555

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 417 2,761

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る当期純利益(百万円) 417 2,761

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,380 48,533

(重要な後発事象)
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(9)【生産、受注及び販売の状況】

  事業別受注・売上・次期繰越高

区   分

前連結会計年度 当連結会計年度

平成20年４月１日 平成21年４月１日

平成21年３月31日 平成22年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

（百万円） （％） （百万円） （％）

前 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 22,383 79.6 20,093 80.1 

土木工事 5,722 20.4 4,994 19.9 

計 28,106 100.0 25,088 100.0 

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 28,106 100.0 25,088 100.0 

受 
注 
高

建設事業

舗装工事 54,109 52.6 55,206 54.7

土木工事 9,592 9.3 7,760 7.7

計 63,702 61.9 62,966 62.4

製造販売・環境事業等 39,248 38.1 37,961 37.6

合  計 102,950 100.0 100,928 100.0 

売 
上 
高

建設事業

舗装工事 56,399 53.2 59,120 56.6

土木工事 10,320 9.8 7,431 7.1

計 66,719 63.0 66,552 63.7

製造販売・環境事業等 39,248 37.0 37,961 36.3

合  計 105,968 100.0 104,514 100.0 

次 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 20,093 80.1 16,179 75.2

土木工事 4,994 19.9 5,323 24.8

計 25,088 100.0 21,502 100.0 

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 25,088 100.0 21,502 100.0 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※2  6,599 ※2  9,098

受取手形 4,006 3,655

完成工事未収入金 ※4  16,506 ※4  18,596

売掛金 ※4  5,889 ※4  6,214

未成工事支出金 ※4, ※７  5,417 ※4, ※７  5,034

ＪＶ工事支出金 ※1  244 ※1  202

販売用不動産 247 155

商品及び製品 266 249

材料貯蔵品 335 429

短期貸付金 ※4  2,284 ※4  1,469

前払費用 214 192

繰延税金資産 393 666

未収入金 ※4  709 ※4  879

信託受益権 1,577 1,320

営業外受取手形 1,069 922

その他 ※4  95 ※4  71

貸倒引当金 △368 △543

流動資産合計 45,487 48,615

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※6  1,823 ※6  1,762

構築物（純額） ※6  455 ※6  401

機械及び装置（純額） ※6  1,759 ※6  1,546

車両運搬具（純額） ※6  152 ※6  139

工具器具(純額) ※6  71 ※6  63

備品(純額) ※6  48 ※6  51

土地 ※9  11,849 ※9  11,843

リース資産（純額） ※6  － ※6  94

建設仮勘定 － 28

有形固定資産計 16,161 15,930

無形固定資産   

借地権 29 29

ソフトウエア 56 61

電話加入権 33 33

無形固定資産計 119 124

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  616 ※2  656

関係会社株式 362 339
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

出資金 0 0

長期貸付金 1,596 1,538

関係会社長期貸付金 3,717 4,661

破産債権、更生債権等 879 356

長期前払費用 116 101

繰延税金資産 473 257

会員権 41 36

その他 212 187

貸倒引当金 △4,605 △3,195

投資その他の資産計 3,411 4,938

固定資産合計 19,692 20,993

資産合計 65,180 69,609

負債の部   

流動負債   

支払手形 10,486 9,814

工事未払金 ※5  6,632 ※5  7,280

買掛金 ※5  2,243 ※5  2,814

短期借入金 ※2, ※5  13,421 ※2, ※5  10,010

1年内償還予定の社債 － 537

1年内返済予定の長期借入金 2,730 2,520

リース債務 － 22

未払金 ※5  1,682 ※5  1,697

未払費用 517 1,084

未払法人税等 106 1,731

未払消費税等 426 646

未成工事受入金 3,530 3,319

前受金 2 3

預り金 355 405

完成工事補償引当金 66 82

工事損失引当金 ※7  201 ※7  374

流動負債合計 42,401 42,342

固定負債   

社債 － 1,479

長期借入金 4,510 4,540

リース債務 － 76

再評価に係る繰延税金負債 ※9  1,457 ※9  1,457

退職給付引当金 287 515

債務保証損失引当金 75 684

長期預り保証金 157 155

その他 350 181
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

固定負債合計 6,837 9,089

負債合計 49,239 51,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,584 7,584

資本剰余金   

資本準備金 5,619 5,619

その他資本剰余金 635 635

資本剰余金合計 6,255 6,255

利益剰余金   

利益準備金 906 906

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 40 40

別途積立金 1,157 1,207

繰越利益剰余金 225 2,363

利益剰余金合計 2,329 4,517

自己株式 △321 △322

株主資本合計 15,848 18,034

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 49

土地再評価差額金 ※9  94 ※9  94

評価・換算差額等合計 92 143

純資産合計 15,940 18,177

負債純資産合計 65,180 69,609
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(2)【損益計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 55,100 55,295

製品売上高 20,312 20,475

その他の営業収入 3,494 3,798

売上高合計 78,907 79,569

売上原価   

完成工事原価 ※2  52,081 ※2  50,384

製品売上原価   

製品期首たな卸高 366 222

当期製品製造原価 18,844 16,384

当期製品仕入高 2,655 2,613

製品運搬費等 2,776 2,818

小計 24,643 22,038

製品期末たな卸高 222 210

他勘定振替高 ※4  5,819 ※4  4,848

製品売上原価 ※1  18,602 ※1  16,979

その他営業費用   

商品期首たな卸高 50 44

当期商品仕入高 764 1,101

当期発生費用 1,709 1,720

商品期末たな卸高 44 38

商品他勘定振替高 ※4  156 ※4  211

その他営業費用 2,324 2,615

売上原価合計 73,008 69,980

売上総利益   

完成工事総利益 3,018 4,910

製品売上総利益 1,709 3,495

その他の売上総利益 1,170 1,183

売上総利益合計 5,898 9,589

販売費及び一般管理費   

役員報酬 113 120

顧問料 137 150

従業員給料手当 2,196 2,276

退職金 20 29

退職給付費用 235 296

法定福利費 354 361

福利厚生費 79 76

修繕維持費 12 23

事務用品費 134 112

通信交通費 258 247
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

動力用水光熱費 27 23

広告宣伝費 12 17

貸倒引当金繰入額 390 314

貸倒損失 68 18

交際費 59 57

寄付金 3 4

地代家賃 169 168

減価償却費 77 82

租税公課 184 172

雑費 35 41

販売費及び一般管理費合計 ※3  4,572 ※3  4,594

営業利益 1,325 4,994

営業外収益   

受取利息 ※8  181 ※8  130

有価証券利息 0 －

受取配当金 24 15

雑収入 59 72

営業外収益合計 265 218

営業外費用   

支払利息 478 400

手形売却損 85 62

金融手数料 106 155

雑支出 30 44

営業外費用合計 700 662

経常利益 889 4,550

特別利益   

固定資産売却益 ※5  835 ※5  9

貸倒引当金戻入額 － 308

債務保証損失引当金戻入額 75 －

その他 5 42

特別利益合計 915 360
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※6  75 ※6  3

固定資産除却損 ※7  9 ※7  43

投資有価証券評価損 730 38

貸倒引当金繰入額 400 －

債務保証損失引当金繰入額 － 609

減損損失 ※9  24 ※9  －

損害補償金 － 194

その他 121 53

特別損失合計 1,362 943

税引前当期純利益 443 3,966

法人税、住民税及び事業税 75 1,688

法人税等調整額 177 △61

法人税等合計 253 1,626

当期純利益 190 2,340
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(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,584 7,584

当期末残高 7,584 7,584

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,619 5,619

当期末残高 5,619 5,619

その他資本剰余金   

前期末残高 636 635

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 635 635

資本剰余金合計   

前期末残高 6,256 6,255

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 6,255 6,255

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 906 906

当期末残高 906 906

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 40 40

当期末残高 40 40

別途積立金   

前期末残高 387 1,157

当期変動額   

別途積立金の積立 770 50

当期変動額合計 770 50

当期末残高 1,157 1,207

繰越利益剰余金   

前期末残高 938 225

当期変動額   

別途積立金の積立 △770 △50

剰余金の配当 △152 △152

当期純利益 190 2,340
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

土地再評価差額金の取崩 19 －

当期変動額合計 △713 2,137

当期末残高 225 2,363

利益剰余金合計   

前期末残高 2,272 2,329

当期変動額   

剰余金の配当 △152 △152

当期純利益 190 2,340

土地再評価差額金の取崩 19 －

当期変動額合計 56 2,187

当期末残高 2,329 4,517

自己株式   

前期末残高 △315 △321

当期変動額   

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 △5 △1

当期末残高 △321 △322

株主資本合計   

前期末残高 15,797 15,848

当期変動額   

剰余金の配当 △152 △152

当期純利益 190 2,340

土地再評価差額金の取崩 19 －

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 50 2,186

当期末残高 15,848 18,034

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △280 △1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 278 50

当期変動額合計 278 50

当期末残高 △1 49

土地再評価差額金   

前期末残高 113 94

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19 －

当期変動額合計 △19 －
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期末残高 94 94

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △166 92

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 259 50

当期変動額合計 259 50

当期末残高 92 143

純資産合計   

前期末残高 15,630 15,940

当期変動額   

剰余金の配当 △152 △152

当期純利益 190 2,340

土地再評価差額金の取崩 19 －

自己株式の取得 △6 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 259 50

当期変動額合計 310 2,237

当期末残高 15,940 18,177
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    該当事項はありません。 

  

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び (1)子会社株式及び関連会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式

  評価方法   移動平均法による原価法   同左

(2)その他有価証券 (2)その他有価証券

  時価のあるもの   時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法より算定）

同左

  時価のないもの   時価のないもの

移動平均法による原価法    同左

２ たな卸資産の評価基準及 (1)未成工事支出金及びJV工事支出金 (1)未成工事支出金及びJV工事支出金

  び評価方法 個別法に基づく原価法   同左

(2)販売用不動産 (2)販売用不動産

個別法に基づく原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しており

ます。）

同左

(3)商品及び製品 (3)商品及び製品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左

(4)材料貯蔵品 (4)材料貯蔵品

総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定してお

ります。）

同左

 （会計方針の変更）       ―――――

当事業年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」(企業会計

基準第9号 平成18年７月５日公表

分)を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞ

れ22百万円減少しております。
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

３ 固定資産の減価償却の方 (1)有形固定資産（リース資産を除く) (1)有形固定資産（リース資産を除く)

  法 定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得建

物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しておりま

す。

 同左

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

また、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌事業

年度より、取得価額の5％と備忘

価額の差額を5年間で均等償却す

る方法によっております。

 （追加情報）      ―――――

機械装置の耐用年数については、

当事業年度より、法人税法の改正

を契機として見直しを行い、耐用

年数の変更を行っております。 

この結果、従来と同一の基準によ

った場合と比べて減価償却費は

106百円増加し、当事業年度の売

上総利益は106百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ106百万円減少

しております。

(2)リース資産 (2)リース資産

    ――――― 所有権移転外ファイナンス・リー

スに係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

(3)無形固定資産（リース資産を除く) (2)無形固定資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。ただ

し、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

 同左

(4)長期前払費用 (4)長期前払費用

定額法を採用しております。 同左

４ 繰延資産の処理方法     ――――― 社債発行費については、支出時に全額

費用として処理しております。
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

同左

(2)完成工事補償引当金 (2)完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保による補償損

失に備えるため、完成工事高に前

３事業年度の完成工事高に対する

工事補償費の発生割合を乗じた額

に、将来の補償見込額を加味して

計上しております。

  同左

(3)工事損失引当金 (3)工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末未成工事の

うち損失の発生が見込まれ、その

金額を合理的に見積もることがで

きる工事について、損失見込額を

計上しております。

  同左

(4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法

により翌事業年度から費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り発生した事業年度より費用処理

しております。

  同左

(5)債務保証損失引当金 (5)債務保証損失引当金

債務保証等について、将来の損失

発生に備えるため、保証先の資産

状態等を勘案して、特に計上を要

すると認められる損失見込額を計

上しております。

  同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

６ 収益及び費用の計上基準       ――――― 完成工事高の計上基準

当事業年度に着手した工事契約か

ら、当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

７ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているので、特

例処理を採用しております。

  同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の利息

  同左

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップを行ってお

ります。

  同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみ

のため、有効性の評価を省略して

おります。

  同左

８ その他財務諸表作成のた 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

  めの基本となる重要な事

項

 消費税及び地方消費税の会計処理は 

 税抜方式によっております。

  同左

(6)【重要な会計方針の変更】

(会計処理の変更)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（工事契約に関する会計基準）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、当事業年度

より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 企業会計基準第15号(平成19年12月27

日)）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第18

号(平成19年12月27日)）を適用しており、当事業年

度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。 

これにより、当事業年度の売上高は632百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそ

れぞれ18百万円増加しております。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

※１ JV工事支出金

   共同企業体による請負工事の当社持分に対応する

工事支出金であります。

※１ JV工事支出金

   同左

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の定期預金を海外工事の前払保証、瑕疵担保

保証（総額31百万円）の担保に、投資有価証券を

貸株による短期借入金（124百万円）の担保に供

しております。

現金預金(定期預金) 60百万円

投資有価証券 161百万円

計 221百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

      下記の資産は貸株による短期借入金（134百万

円）の担保に供しております。

投資有価証券 180百万円

３ 偶発債務(保証債務)

   下記の会社等の銀行借入金または取引債務につい

て保証を行っております。

 ㈱アスカ 1,722百万円

 ㈱東亜利根ボーリング 1,250百万円

 ㈱サンロック 442百万円

 富士建設㈱ 270百万円

 ㈱ＩＷＤ 210百万円

 興亜建設工業㈱ 204百万円

 その他４社 249百万円

 従業員 32百万円

  計 4,381百万円

３ 偶発債務(保証債務)

   下記の会社等の銀行借入金または取引債務につい

て保証を行っております。

㈱アスカ 1,381百万円

㈱東亜利根ボーリング 500百万円

㈱サンロック 365百万円

富士建設㈱ 227百万円

㈱ＩＷＤ 150百万円

興亜建設工業㈱ 183百万円

その他３社 198百万円

従業員 20百万円

 計 3,026百万円

 

※４ 関係会社に対する資産

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

完成工事未収入金 88百万円

売掛金 256百万円

短期貸付金 2,284百万円

未収入金 95百万円

その他流動資産 0百万円

※４ 関係会社に対する資産

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

完成工事未収入金 105百万円

売掛金 300百万円

短期貸付金 1,469百万円

未収入金 70百万円

未成工事支出金 5百万円

その他流動資産 2百万円

※５ 関係会社に対する負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

工事未払金 218百万円

買掛金 610百万円

短期借入金 1,704百万円

未払金 6百万円

※５ 関係会社に対する負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

工事未払金 294百万円

買掛金 819百万円

短期借入金 2,629百万円

未払金 14百万円

※６ 減価償却累計額 21,774百万円 ※６ 減価償却累計額 22,093百万円

※７         ――――― ※７ たな卸資産及び工事損失引当金の表示

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契

約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金

に対応する額は279百万円であります。

  ８ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行2行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当事業年度末における

借入金未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 4,500百万円

差引額 1,500百万円

  ８ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行2行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。この契約に基づく当事業年度末における

借入金未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 3,700百万円

差引額 2,300百万円
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前事業年度
(平成21年3月31日)

当事業年度
(平成22年3月31日)

※９ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。

   ・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算定

する方法

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

              △2,026百万円

※９ 当社は、土地の再評価に関する法律及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い土地再評価差

額金を純資産の部に計上しております。

   ・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算定

する方法

・再評価を行った年月日   平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

              △1,553百万円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
至 平成22年3月31日)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価              22百万円

※２        ―――――

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価               6百万円

※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額  

                 279百万円

※３ 研究開発費

   一般管理費に233百万円含まれております。

※３ 研究開発費

  一般管理費に211百万円含まれております。

※４ 他勘定振替高

   製品売上原価、その他営業費用の他勘定振替高

は、主として製品、商品等の自社工事使用高であ

ります。

※４ 他勘定振替高

   同左

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

 建物 3百万円

 機械装置 13百万円

 土地 818百万円

 その他 0百万円

  計 835百万円
 

※５ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 6百万円

土地 1百万円

その他 0百万円

 計 9百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

 機械装置 2百万円

  土地 68百万円

 その他 4百万円

  計 75百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置 3百万円

その他 0百万円

 計 3百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

 構築物 2百万円

 機械装置 4百万円

 その他 3百万円

  計 9百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 7百万円

機械装置 30百万円

その他 5百万円

 計 43百万円

※８ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

   受取利息               122百万円

※８ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

   受取利息               108百万円
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前事業年度
(自 平成20年4月１日
至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
至 平成22年3月31日)

 

※９ 減損損失

   当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

（百万円）

地 
域

主な 
用途

種 類 減損損失

東
北
圏

遊休資産 土地 9

九
州
圏

事務所  建物、車輌運搬具等 14

九
州
圏

遊休資産 土地 0

   減損損失を把握するにあたり、継続的に損益の把

握を行っている管理会計上の区分を考慮して支社

単位で全社と建設事業と製造販売事業に分けてグ

ルーピングを実施しております。 

当事業年度において、事務所については競争激化

により収益性が低下しているため、遊休資産につ

いては価値の下落が発生したため、当該資産を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失24

百万円として特別損失に計上しております。

   その内訳は、土地13百万円、その他10百万円であ

ります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

し、固定資産税評価額等に基づいて算出しており

ます。

 

※９        ―――――
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  44,862株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少  6,837株 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  10,852株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少   500株 

  
  

 
  
  
  

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(株主資本等変動計算書関係)

  前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

  １ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,354,705 44,862 6,837 1,392,730

   当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

   １ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,392,730 10,852 500 1,403,082

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年4月１日
至 平成21年3月31日)

当事業年度
(自 平成21年4月１日
至 平成22年3月31日)

          ――――― １．ファイナンス・リース取引

（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 (1)リース資産の内容

  ・有形固定資産

   主として、建設材料等の製造販売事業の機械装置

と管理部門の備品であります。

 (2)リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

(有価証券関係)

  前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

  当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

 

繰延税金資産

貸倒引当金 1,665百万円

未払賞与 122百万円

役員退職慰労引当金 36百万円

債務保証損失引当金 30百万円

会員権評価損 40百万円

株式評価損 310百万円

固定資産 111百万円

繰越欠損金 148百万円

退職給付引当金 115百万円

その他 150百万円

繰延税金資産小計 2,731百万円

評価性引当額 △1,837百万円

繰延税金資産合計 893百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等 △27百万円

繰延税金負債合計 △27百万円

繰延税金資産の純額 866百万円

（別途）

土地再評価に係る繰延税金負債 △1,457百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

繰延税金資産

貸倒引当金 1,170百万円

未払賞与 351百万円

役員退職慰労未払金 33百万円

債務保証損失引当金 275百万円

会員権評価損 23百万円

株式評価損 215百万円

固定資産 121百万円

退職給付引当金 207百万円

その他 342百万円

繰延税金資産小計 2,742百万円

評価性引当額 △1,786百万円

繰延税金資産合計 955百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等 △31百万円

繰延税金負債合計 △31百万円

繰延税金資産の純額 924百万円

（別途）

土地再評価に係る繰延税金負債 △1,457百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.3％

(調整）

交際費等永久に損金に算入されない
項目

6.5％

住民税均等割 18.6％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.8％

評価性引当額 △6.5％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.1％
 

法定実効税率 40.3％

(調整）

交際費等永久に損金に算入されない
項目

0.7％

住民税均等割 2.0％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.1％

評価性引当額 △1.3％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0％
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ 算定上の基礎 

   （１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

   （２）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  

    該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

 １株当たり純資産額 313円 75銭 １株当たり純資産額 357円 85銭

 １株当たり当期純利益金額 3円 74銭 １株当たり当期純利益金額 46円 07銭

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 15,940 18,177

普通株式に係る純資産金額(百万円) 15,940 18,177

普通株式の発行済株式数(千株) 52,200 52,200

普通株式の自己株式数(千株) 1,392 1,403

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

50,807 50,797

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 190 2,340

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る当期純利益(百万円) 190 2,340

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,825 50,800

(重要な後発事象)
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(8)【生産、受注及び販売の状況】

  事業別受注・売上・次期繰越高

区   分

前事業年度 当事業年度

平成20年４月１日 平成21年４月１日

平成21年３月31日 平成22年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

（百万円） （％） （百万円） （％）

前 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 21,572 83.5 19,419 84.3 

土木工事 4,262 16.5 3,610 15.7 

計 25,834 100.0 23,030 100.0 

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 25,834 100.0 23,030 100.0 

受 
注 
高

建設事業

舗装工事 48,634 63.9 47,774 63.2

土木工事 3,661 4.8 3,524 4.7

計 52,296 68.7 51,298 67.9

製造販売・環境事業等 23,806 31.3 24,274 32.1

合  計 76,102 100.0 75,573 100.0 

売 
上 
高

建設事業

舗装工事 50,787 64.3 52,004 65.4

土木工事 4,313 5.5 3,291 4.1

計 55,100 69.8 55,295 69.5

製造販売・環境事業等 23,806 30.2 24,274 30.5

合  計 78,907 100.0 79,569 100.0 

次 
期 
繰 
越 
高

建設事業

舗装工事 19,419 84.3 15,190 79.8

土木工事 3,610 15.7 3,843 20.2

計 23,030 100.0 19,034 100.0 

製造販売・環境事業等 ― ― ― ―

合  計 23,030 100.0 19,034 100.0 

6. その他

(1）役員の異動

  ①代表者の異動

   該当事項はありません。

  

  ②その他の役員の異動（平成22年６月29日付予定）

    新任取締役候補

     取締役   青野 俊弘（現 執行役員製品事業部長兼製品部長）
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